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1962 (昭和37)年6月15日彦根市生まれ。

市立旭森小、東中、県立彦根東高、中央大学卒、

同志社大学大学院博士課程(前期)修了。

1991 (平成 3 )年 彦根市議会議員(2期)

1999 (平成11)年 滋賀県議会議員(1期)

2003 (平成15)年 衆議院議員初当選

2005 (平成17)年 衆議院議員2期目当選

2009 (平成21)年 衆議院議員3期目当選

 環境副大臣

 （鳩山内閣/菅内閣）

 民主党常任幹事・国際局長・

 政策調査会筆頭

 副会長等歴任

2014 (平成26)年 衆議院議員4期目当選

 民進党「次の内閣」環境大臣・

 政策調査会筆頭副会長・

 地方自治体局長

【活動歴】

同志社大学大学院総合政策科学研究科

非常勤講師

1998年度(社)彦根青年会議所理事長/保護司/

市社会教育委員

彦根市消防団第8分団員

(1990年県ポンプ操法大会出場) 

彦根市PTA連絡協議会会長

旭森小学校同窓会長

彦根ソフトボール協会会長

彦根ビーチボール協会会長

(一社)滋賀県トライアスロン協会会長

私は闘う。私は闘う。私は闘う。物価高、格差社会、老後不安…
滋賀のチカラをひとつに！

ホームページ Facebook Twitter YouTube

物価・雇用 物価高から家計を守る1.

子育て・教育 教育を無償化する2.

年金・福祉 人生100年時代の安心をつくる3.

安全保障 自分の国は「自分で守る」4.

持続的な賃金上昇が実現するまでの間、
時限的に消費税を５％に減税します。家 計 減 税

物価高から家計を守るため、一律10万円の「インフレ手当」を
現金給付します。

現 金 給 付

家賃補助制度（月額１万円）を創設します。家 賃 補 助

賃上げや正社員化を図る企業の公的支援（税制優遇）を行い、
最低賃金全国どこでも1,150円以上を早期に実現します。賃 上 げ

全世代向けの「学び直し」（リカレント）教育を充実させ、
就労機会の確保や生産性の向上を実現します。学 び 直 し

財源については、所得税や相続税の累進課税、金融所得課税、
多国籍企業への国際課税を強化するなど、税収源を多様化することに
加え、当面は国債発行を続けることで確保します。

財源

幼保から高校まで、給食費、教材費、制服費を含めて
教育を完全無償化します。教 育 無 償 化

子ども・子育て予算を倍増（GDP比3％）し、誰もが安心して
産み育てられる社会をつくります。

子 ど も 向 け
予 算 倍 増

物価上昇に対応するため、最低保障年金を導入し
減らない年金の制度をつくります。減らない年金

「戦争を防ぐ」抑止力の強化のために、専守防衛の下で
必要な防衛力を強化します。防 衛 力 強 化

医療・介護・障害福祉等にかかる自己負担の合計額に上限
を設ける「総合合算制度」を創設します。自己負担軽減

農家の収入を保証する「農業者戸別所得補償制度」を
再構築し、食料自給力を高めます。食料安全保障

ワクチン・治療薬の自国開発能力や医療物資の
国内生産能力を構築し、次の感染症に備えます。感 染 症 対 策

防災インフラの計画的整備のみならず避難情報などの
ソフト面の整備を進め、災害に強い滋賀・日本をつくります。防 災・減 災

すべての福祉従事者の賃金を引き上げ、福祉の担い手と
サービスの質を確保します。

福 祉 職 の
処 遇 改 善

各種子育て支援メニューや教育の無償化は、
親の所得制限なしで、すべての子どもを対象にします。所得制限撤廃

再生可能エネルギーを含めた新技術への投資と科学振興予算
を大幅に拡充し、日本の国際競争力を強化します。科学技術投資


